
⽟野市地球温暖化対策
推進計画について

〜地⽅公共団体カーボン・マネジメント強化事業の活⽤〜

⽟野市市⺠⽣活部環境保全課
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１．⽟野市について
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概要

【位置】
岡⼭県の南端
児島半島の基部

【⾯積】
103.63㎡
(東⻄16.2㎞南北14.3㎞)

【⼈⼝・世帯数】
⼈⼝︓60,592⼈
世帯︓27,789世帯
(H29.10.31時点)
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⼈⼝の推移
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特徴①

恵まれた⾃然環境

年間⽇照時間2222.8
時間は全国2位。瀬⼾
内の景観に加え、災害
が少なく、とても住み
やすい⼟地柄です。

⼤型客船が寄港する港

宇野港の耐震⼤型客
船バースは⻄⽇本最⼤
級。年間を通じて、客
船が寄港しています。

広い都市公園

丘陵地の⾃然を⽣か
した「みやま公園」は
⾯積約200ha。桜やツ
ツジなど約15万本が植
栽されています。
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特徴②

シーバス＆シータク

コミュニティバス
「シーバス」と乗合タ
クシー「シータク」を
組み合わせ、市⺠の皆
さんが様々なシーンで
活⽤できる移動⼿段を
提供しています。

葬祭費無料

昭和48年から実施し
ている無料葬祭制度。
市⺠は、なんらかの形
で市に貢献をしている
との考えから始まった
制度です。

⽟野けいりん

瀬⼾内海を望むシー
サイドバンク。1950年
の開設以来、財政を⽀
えてきました。マス
コットの「ガッツ⽟
ちゃん」はインパクト
あり。

6 5



２．計画策定等の⽬的・背景
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計画策定等の⽬的・背景①

■2015年にフランスで開催された気候変動枠組条約第21回
締約国会議（COP21）で、温室効果ガスの削減に取り組み
国際的な枠組み「パリ協定」が採択

■COP21に先⽴ち、⽇本では2030年度に向けた温室効果ガ
ス削減⽬標として「⽇本の約束草案」を提出

■「約束草案」では、2030年度の温室効果ガス排出量を
2013年度⽐で26.0％削減（公共事業など業務その他部⾨は
約40％削減）を提⽰

国における温室効果ガス削減の動向として。。
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計画策定等の⽬的・背景②

■平成14年度〜「⽟野市率先実⾏計画」
⇒基準年度⽐で温室効果ガス総排出量を３％削減

⽟野市（事務事業）における温室効果ガス削減の取り組みは。。

国の動向等を踏まえる必要あり

地⽅公共団体カーボン・マネジメント強化事業（H28）を活⽤して、

▶「地球温暖化対策推進計画の策定」
▶「省エネルギー診断」 などを実施

■平成23年度〜「⽟野市省エネ計画」
⇒基準年度⽐で温室効果ガス総排出量を５％削減

効果的な取組の実施が難しい
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３．地球温暖化対策推進計画
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計画の位置付け

【国】 【岡⼭県】
■地球温暖化対策計画 ■新岡⼭県環境基本計画

■岡⼭県地球温暖化防⽌⾏動計画

⽟野市総合計画

⽟野市環境基本計画

⽟野市地球温暖化対策推進計画

⽟野市環境基本条例

【⽟野市】
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計画の概要

【対象範囲】
⽟野市役所の全事務事業（指定管理者制度施設を含む）

【対象となる温室効果ガス】
温対法対象の７物質のうち、⽟野市役所の事業から排出される４

種類（CO2、CH4、N2O、HFCs）

【計画期間】
平成２８年度〜平成３３年度（６年間）

【基準年】
平成２７年度（平成２５年度も⽐較対象とする）
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温室効果ガスの排出構成
【排出要因別】

【施設別】

■電気の使⽤に伴う排出が全体
の57.1％
■電気に次いで、廃棄物の焼却
（可燃ごみに含まれるプラス
チック類）に伴う排出が30.4％

■廃棄物処理施設（東清掃
センター）が全体の40.9％を
占め、そのうち廃棄物の焼
却が74.3％
■その他、浄化センターや
市⺠病院などが上位
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削減⽬標

⽬標設定上
の要件 内 容 ⽟野市での

削減効果

省エネルギー化の
推進

⽟野市の温室効果ガス排出構成、国の⽬
標、省エネ法の努⼒⽬標、省エネルギー
化の推進などを勘案した市の削減ポテン
シャル

▲９．８％

電気のＣＯ２排出
原単位の低減

電気のCO2排出原単位⽬標を基に推計
▲９．８％

ごみ量の削減
「⽟野市⼀般廃棄物処理基本計画」にお
けるごみ減量⽬標を基に推計 ▲３．２％

合 計 （H33年度の排出量をH27年度⽐で） ▲２２．８％
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取り組みの基本⽅針

ハード的取組施策の推進
継続的かつ効率的な温室効果ガスの削減に向け、省エネルギー化やESCO

事業の導⼊などハードの取組を併せ、市施設全体のエネルギー使⽤量を削
減します。

ソフト的取組施策の徹底
施設や職場、職員の差異なく設備・機器や公⽤⾞の運⽤改善など、ソフ

ト的取組施策の徹底を図ります。

その他の温室効果ガスの削減に資する取組の推進
電気事業者の選択や、ごみの減量・リサイクル、省資源など、間接的な

取組も推進します。

市域の取組への発展
地球温暖化対策への取組を地域に波及させることで、⾏政事務事業における

温室効果ガス排出量の削減に加えて、市⺠や事業者など市全域での温室効果ガ
ス排出量の削減を図ります。
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推進体制

市⻑（委員⻑）

【⽟野市カーボンマネジメント推進委員会】

各部局の⻑（委員）

エネルギー
管理責任者

全職員 各施設

事務局
（環境保全課）

教育⻑（委員⻑）副市⻑（委員⻑）

各所属⻑（推進責任者）

各係⻑（推進員）

計画の
推進主体

計画の
実⾏主体
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４．省エネ診断と
ESCO可能性調査
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（参考）ＥＳＣＯ事業

【ＥＳＣＯ事業とは】
省エネに関する包括的なサービスとして、省エネ効果の保証

等により、お客様の省エネ効果（メリット）の⼀部を報酬とし
て受取るもので、省エネ改修にかかる費⽤を光熱⽔費の削減分
で賄う事業です。

【イメージ】

エネ消費量
または

光熱⽔費⽀出

保 証

顧客の利益

ESCO事業者の経費

返済
⾦利

初期投資

エネ消費量
または

光熱⽔費⽀出

ESCO事業実施前 ESCO事業契約後
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⽬的・概要

【⽬的】
省エネ改修や設備・機器の更新などのハード的な施策について、

市や施設の実情に⾒合った実施⽅法を検討するため、対象施設の省
エネに関するポテンシャルを推し量るもの。
また、省エネ診断結果に基づき、ＥＳＣＯ事業モデルを想定した

費⽤対効果を算出し、事業の可能性を検討する。

【対象施設】
市役所本庁舎、競輪場、⾼校、市⺠センター 計４施設
（施設選定⽅法）
エネルギー使⽤量、築年数、効果などを点数化して選定

【調査⽅法】
図⾯、ウォークスルー等により、施設の空調、照明等のエネル

ギー消費実績、設備更新等による省エネ効果を調査
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省エネ診断（ESCO可能性）調査結果
施 設 対象 削減⾼熱費

(千円/年)
ESCO料⾦
(千円/15年)

投資回収年
(年)

ESCO事業
可能性

市役所本庁舎
竣⼯︓1966年
⾯積︓7,924㎡

空調 660 26,670 40.4 ×
照明 1,446 13,425 9.3 ○

BEMS 324 6,150 19.0 ×

競輪場
竣⼯︓1972年
⾯積︓16,913㎡

空調 1,471 60,345 41.0 ×
照明 2,667 8,595 3.2 ○

BEMS 432 6,405 14.8 ○

⾼校
竣⼯︓1996年
⾯積︓3,926㎡

空調 869 41,430 47.7 ×
照明 567 26,640 47.0 ×

BEMS 324 5,010 15.5 △

市⺠センター
竣⼯︓1996年
⾯積︓2,055㎡

空調 348 30,780 88.4 ×
照明 580 13,530 23.3 ×

BEMS 108 5,985 55.4 ×
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※ESCO料⾦は補助⾦(1/2)の活⽤を想定した額



５．計画の策定、運⽤等に
関する課題と解決⼿法
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課題と解決⼿法①

【課題①】
■効率的かつ効果的なハード的取組施策（設備更新など）を⾏う
ためには、全施設の省エネルギー診断を実施する必要があるが、
対象となる施設数が多い。

⇒省エネルギー診断を⾏う施設の選定として、客観的な評価が必
要であることから、エネルギー使⽤量や築年数など評価基準を
設け点数化するとともに、今後のハード的取組施策における類
似施設への波及や、市全体の横断的かつ⼀元的な取組を検討す
るため、様々な⽤途の公共施設を選定する。
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課題と解決⼿法②

【課題②】
■毎年、各施設等のエネルギー使⽤量調査を⾏い、関係機関（国、
県など）へ報告する際に、対象施設の違いなどから取りまとめが
煩雑になる。

⇒各関係機関への報告対象施設を改めて整理し、各部署からのひ
とつの報告書ファイルで、効率的に取りまとめが可能となるよ
うに⾒直しを⾏う。
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課題と解決⼿法③

【課題③】
■計画を策定して運⽤しているが、各部署からの電気使⽤量等の
実績調査を⾏い、国等への報告のために取りまとめているだけに
なっている。

⇒毎⽉、各部署で電気使⽤量等を⼊⼒していくことで、前年度と
の⽐較、推移が「⾒える化」されるようなシートを作成し、各
部署での意識の向上
を計るとともに、年
度毎の調査を効率的
に⾏う。
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課題と解決⼿法④

【課題④】
■計画のなかで、ソフト的取組施策として「こまめな消灯」「空
調の設定温度の徹底」などを掲げているが、項⽬数が多く、実際
に職員が意識しにくい。

⇒毎年、各部署からソフト的取組施策の実施状況を調査し、取り
まとめを⾏うとともに、状況を踏まえ、別途、年度毎で「重点
項⽬」を定め、より⼀層の職員意識の向上を図る。
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課題と解決⼿法⑤

【課題⑤】
■計画のなかで、ハード的取組施策として「省エネルギー機器へ
の更新」などを掲げているが、各施設の設備の現状や更新計画な
どを環境部⾨では把握していないので、効率的かつ効果的な実施
が難しい。

⇒地球温暖化対策の推進を図るための組織である、
「⽟野市ＣＭ推進委員会」の中に「エネルギー管
理責任者」として、施設の設備運営等について、
とりまとめる責任者を任命する。
（エネルギー管理責任者）
第６条 カーボンマネジメントに関する取組における設備の対策を適正に実施するため、エネルギー
管理責任者を置き、総合政策課⻑をもってこれに充てる。

２ エネルギー管理責任者の所掌事務は、公共施設のうち、⽟野市公共施設⽩書に掲載する建物系施
設の状況を把握し、設備の効果的な運営を⾏うものとする。
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（参考）事業スケジュール
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（参考）事業スケジュール

時 期 内 容

平成28年

6⽉初旬 ⼆酸化炭素排出抑制対策事業費補助⾦
（地⽅公共団体ＣＭ強化事業）応募申請書の提出

6⽉下旬 6⽉補正予算の議決
7⽉下旬 補助⾦の公募決定（採択）、補助⾦の交付申請
8⽉初旬 事業に係る業者選定（プロポーザル）案内
8⽉下旬 業者選定の実施、補助⾦の交付決定
9⽉初旬 事業に係る契約
10⽉初旬 第1回⽟野市ＣＭ推進委員会の開催
10⽉下旬 各部署、施設向けアンケートの実施
11⽉〜 省エネルギー診断の実施

11⽉下旬 第2回⽟野市ＣＭ推進委員会の開催

平成29年
1⽉中旬 第3回⽟野市ＣＭ推進委員会の開催
1⽉下旬 職員研修の実施
1⽉下旬 ⽟野市地球温暖化対策推進計画の策定
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